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第７回線引き全市見直しについて 

―線引き全市見直し検討小委員会の検討状況 その４― 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 線引き全市見直しの流れ 
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線引き見直しと併せて整開保の見直し実施

■線引き見直しの経緯  
昭和 45 年（1970 年）に市街化区域と市街化調整区域の区分（線引き）を指定してか

ら、これまで６回の全市見直しを概ね６～７年ごとに実施しています。 

現在、第 7 回線引き全市見直しに向けて作業を進めています。 

■小委員会の設立経緯 
 平成 23 年８月の都市計画法改正により、線引きの都市計画に関する権限が指定都市

に移譲されたこと受け、第７回線引き全市見直しにおいては、より主体的に見直しを

行っていくため、都市計画審議会に「第７回線引き全市見直しの基本的な考え方につ

いて」諮問するとともに、小委員会を設立し、ご検討いただくこととしました。 

■小委員会の開催状況 
平成 26 年２月 24 日に線引き全市見直し検討小委員会の第４回目を開催しました。

■都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の見直しについて 
  線引きの上位計画である「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（整開保）に

ついて決定権限の移譲が見込まれています。このため線引き全市見直し検討小委員会

での議論と連動しながら、独自性と総合的な視点をもった都市計画の活用を図るため、

整開保及び 3 方針（※）の見直しの基本的考え方についても、3 月 28 日の横浜市都市

計画審議会に諮問し、同小委員会においてご検討いただくこととなりました。 

 

  ※3 方針…「都市再開発の方針」 

「住宅市街地の開発整備の方針」 

「防災街区整備方針」 
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２ 小委員会の委員構成                  ○委員長 

区 分  氏 名  職 業 等  

学識経験  
のある者  

都市計画  ○ 高見沢 実  横浜国立大学大学院教授  

交通計画  森地  茂  政策研究大学院大学特別教授  

商  工  業  塚原  良一  横浜商工会議所専務理事  

農  業  石川  久義  横浜農業協同組合代表理事組合長  

不  動  産  山野井 正郎  社団法人神奈川県宅地建物取引業協会  
副会長  

横浜市会  
議  員  

佐藤  祐文  横浜市会議長  

串田  久子  建築・都市整備・道路委員会委員長  

横浜市の住民  磯崎  保和  自治会・町内会長  

臨時委員  造  園  金子  忠一  東京農業大学教授  

 
 
３ 小委員会の検討内容 

 検討内容 

第１回 
(平成 25 年６月 13 日) 

「線引き制度の概要について」 

第２回 
(平成 25 年８月９日) 

「これからの線引き見直しに必要な視点」 
事例紹介等 

第３回 
（平成 25 年 12 月 20 日） 

「これからの線引き見直しに必要な視点」 
ケーススタディと方向性 

第４回 
（平成 26 年 2 月 24 日） 

「線引き制度活用の基本的な考え方」 
「第７回線引き全市見直しの基準等について」

第５回以降 
（未定） 

※整開保及び 3 方針の検討にあわせて 
「とりまとめ」 

 

 

４ 第４回小委員会の検討概要 
第４回小委員会では、「線引き制度活用の基本的な考え方」及び「第７回線引

き全市見直しの基準等について」をご検討いただくにあたり、検討の全体構成を

事務局よりご説明しました。 

その上で、これまでの小委員会での整理を踏まえ、「第７回線引き全市見直し

基準の考え方」、「中長期的に対応すべき課題」についてご検討いただきました。 

また、これまでも小委員会では、将来の都市づくりの観点などから様々な意見

を頂いており、意見については、整開保や新たな中期計画などへの反映や整合が

考えられるため、「政策等への反映」として小委員会時点で策定中の計画をご紹

介しました。 

最後に、権限移譲が見込まれる整開保についてご説明いたしました。 
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